
平成 28年 3月 10日 

 

一般社団法人 投資信託協会 

会 長  白川  真 殿 

 

   セゾン投信株式会社 

   代表取締役社長 中野 晴啓   

 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 
 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第10条第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１ 委託会社等の概況  

（１）資本金の額 

平成２７年１２月末現在の資本金の額     １，０００百万円 

発行可能株式総数              １００，０００株 

発行済株式総数                ５６，６６７株 

  

直近５ヵ年の資本金の額の増減 

平成２３年２月１８日に、資本金の額を６６０百万円から７６０百万円に増額いたしました。 

平成２４年６月１１日に、資本金の額を７６０百万円から８６０百万円に増額いたしました。 

平成２６年１０月１５日に、資本金の額を８６０百万円から１，２６０百万円に増額いたしました。 

平成２７年８月１７日に、資本金の額を１，２６０百万円から１，０００百万円に減額いたしました。 

  

  



（２）委託会社の機構 

①会社の組織図 

 

  

②会社の意思決定機構 

業務執行の基本方針を決定し、取締役の職務の執行を監督する機関として、取締役会を設置します。取締役の選任

は、総株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席する株主総会にてその議決権の過半数をもって行い、累積投

票によらないものとします。 

  
  



③投資運用の意思決定機構 

 

  

※上記運用体制は、平成27年12月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

※当社では、信託財産の適正な運用及び受益者との利益相反となる取引の防止を目的として、社内諸規則を設けており

ます。 

  
  



「運用組織図」 

  

 

  

※ 上記運用体制は、平成27年12月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

  

２ 事業の内容及び営業の概況 

委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うとと

もに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）およびその受益権の募集または私募

（第二種金融商品取引業）を行っています。 

  

平成27年12月末日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。 

  

種類 本数 純資産総額 

追加型株式投資信託 ２本 １３８，４６１百万円 

合計 ２本 １３８，４６１百万円 

  
  



３ 委託会社等の経理状況  

１． 財務諸表の作成方法について 

委託会社であるセゾン投信株式会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38

年大蔵省令第59号）並びに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内

閣府令第52号）により作成しております。 

また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府

令第52号）により作成しております。 

なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

  

２． 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、事業年度（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）の

財務諸表並びに中間会計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）の中間財務諸表について、優成監査法人に

よる監査を受けております。 

  
  



(1)【貸借対照表】 

  

    
前事業年度 

（平成26年3月31日） 
当事業年度 

（平成27年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

（資産の部）               

Ⅰ.流動資産               

 現金及び預金     232,005     1,069,356   

 直販顧客分別金信託     457,231     830,403   

 貯蔵品     3,926     6,379   

 前払費用     2,755     3,560   

 未収委託者報酬     112,512     164,771   

 その他     824     1,165   

  流動資産合計     809,255 98.5   2,075,637 99.1 

Ⅱ.固定資産               

 有形固定資産               

  工具、器具及び備品 ※1   976     987   

  有形固定資産合計     976 0.1   987 0.0 

 無形固定資産               

  ソフトウェア     -     1,954   

  無形固定資産合計     - -   1,954 0.1 

 投資その他の資産               

  差入保証金     10,955     16,084   

  投資その他の資産合計     10,955 1.4   16,084 0.8 

  固定資産合計     11,931 1.5   19,026 0.9 

 資産合計     821,187 100.0   2,094,663 100.0 

（負債の部）               

Ⅰ.流動負債               

 預り金     74,599     121,870   

 顧客からの預り金     440,339     821,991   

 未払金 ※2   29,053     46,119   

 未払費用 ※2   11,161     11,658   

 未払法人税等     2,572     6,453   

 未払消費税等     3,936     9,413   

  流動負債合計     561,663 68.4   1,017,507 48.6 

  負債合計     561,663 68.4   1,017,507 48.6 

（純資産の部）               

Ⅰ.株主資本               

 資本金     860,000 104.7   1,260,009 60.1 

 資本剰余金               

  資本準備金   400,000     800,000     

  資本剰余金合計     400,000 48.7   800,000 38.2 

 利益剰余金               

  その他利益剰余金   △ 1,000,476     △ 982,852     

   繰越利益剰余金   △ 1,000,476     △ 982,852     

 利益剰余金合計     △ 1,000,476 △ 121.8   △ 982,852 △ 46.9 

  純資産合計     259,523 31.6   1,077,156 51.4 

  負債・純資産合計     821,187 100.0   2,094,663 100.0 

 
  



(2)【損益計算書】 

  

    
前事業年度 

(自 平成25年4月１日 
至 平成26年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年4月１日 
至 平成27年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
（％） 

金額(千円) 
構成比 
（％） 

Ⅰ.営業収益               

 委託者報酬   336,689     436,421     

 その他営業収益   280     345     

  営業収益計     336,970 100.0   436,767 100.0 

Ⅱ.営業費用               

 広告宣伝費     25,348     32,894   

 調査費     4,488     4,653   

 委託計算費     74,578     81,881   

 営業雑経費     107,908     129,466   

  通信費   33,694     39,907     

  印刷費   20,727     25,347     

  協会費   1,529     1,583     

  業務外注費   32,499     38,829     

  その他営業雑経費   19,457     23,798     

  営業費用計     212,324 63.0   248,895 57.0 

Ⅲ.一般管理費               

 給料     112,086     120,008   

  役員報酬 ※1 22,343     14,756     

  出向者人件費 ※1 67,910     74,209     

  その他給与   3,058     9,610     

  賞与 ※1 18,774     21,433     

 交際費     299     437   

 旅費交通費     2,071     2,537   

 租税公課     3,104     6,661   

 不動産賃借料     15,400     15,359   

 固定資産減価償却費     165     655   

 諸経費     20,569     26,190   

  一般管理費計     153,696 45.6   171,851 39.3 

営業利益又は営業損失（△）     △ 29,050 △ 8.6   16,020 3.7 

Ⅳ.営業外収益               

 受取利息   370     480     

 講師料等収入   4,755     6,563     

 その他   687     -     

  営業外収益計     5,813 1.7   7,044 1.6 

Ⅴ.営業外費用               

 株式交付費   -     2,800     

 その他   41     77     

  営業外費用計     41 0.0   2,877 0.7 

経常利益又は経常損失（△）     △ 23,277 △ 6.9   20,187 4.6 

税引前当期純利益又は税引前
当期純損失（△） 

    △ 23,277 △ 6.9   20,187 4.6 

法人税、住民税及び事業税     950 0.3   2,563 0.6 

当期純利益又は当期純損失
（△） 

    △ 24,227 △ 7.2   17,623 4.0 

 
  



(3)【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年3月31日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 860,000 400,000 400,000 △ 976,248 △ 976,248 283,751 283,751 

当期変動額        

当期純損失 - - - △ 24,227 △ 24,227 △ 24,227 △ 24,227 

当期変動額合計 - - - △ 24,227 △ 24,227 △ 24,227 △ 24,227 

当期末残高 860,000 400,000 400,000 △ 1,000,476 △ 1,000,476 259,523 259,523 

  

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年3月31日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 860,000 400,000 400,000 △ 1,000,476 △ 1,000,476 259,523 259,523 

当期変動額        

新株の発行 400,009 400,000 400,000 - - 800,009 800,009 

当期純利益 - - - 17,623 17,623 17,623 17,623 

当期変動額合計 400,009 400,000 400,000 17,623 17,623 817,632 817,632 

当期末残高 1,260,009 800,000 800,000 △ 982,852 △ 982,852 1,077,156 1,077,156 

  
  



（重要な会計方針） 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており

ます。 

  

２．繰延資産の処理方法 

株式交付費 

支出時に全額費用処理しております。 

  

３．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

（表示方法の変更） 

（貸借対照表関係） 

前事業年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「前払金」は、金額的重要性が乏しいため、当事業年

度より「流動資産」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財

務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「前払金」151千円、「その他」673千円

は、「その他」824千円として組替えております。 

  

（損益計算書関係） 

前事業年度において、「営業費用」の「その他営業雑経費」に含めていた「調査費」は、会社の経営成績をより明確

に表示するため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業費用」の「その他営業雑経費」に表示していた4,488千円は、

「調査費」4,488千円、「その他営業雑経費」19,457千円として組替えております。 

  

前事業年度において、「営業費用」の「その他営業雑経費」に含めていた「協会費」は、会社の経営成績をより明確

に表示するため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業費用」の「その他営業雑経費」に表示していた1,529千円は、

「協会費」1,529千円、「その他営業雑経費」19,457千円として組替えております。 

  

前事業年度において、「一般管理費」の「諸経費」に含めていた「交際費」は、会社の経営成績をより明確に表示す

るため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務

諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「一般管理費」の「諸経費」に表示していた299千円は、「交際費」

299千円、「諸経費」20,569千円として組替えております。 

  

注記事項 

（貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  
前事業年度 

（平成26年3月31日） 
当事業年度 

（平成27年3月31日） 

建物 1,697千円 - 千円 

工具、器具及び備品 13,444千円 625千円 

有形固定資産合計 15,142千円 625千円 

  
  



※２  関係会社に対する資産及び負債 

  
前事業年度 

（平成26年3月31日） 
当事業年度 

（平成27年3月31日） 

未払金 6,722千円 - 千円 

未払費用 10,389千円  - 千円 

（注）当事業年度における関係会社に対する負債の合計額は、負債及び純資産の合計額の100分の5を超えていないため記

載しておりません。 

  

（損益計算書関係） 

※１ 関係会社項目 

前事業年度（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

役員報酬 17,767千円 

出向者人件費 67,910千円 

賞与 18,774千円 

  

当事業年度（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

関係会社に対する営業費用及び一般管理費の合計額は、営業費用と一般管理費の合計額の100分 の20を超えており、

その金額は116,955千円であります。 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 34,000株 － － 34,000株 

２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 34,000株 22,667株 － 56,667株 

（注）変動事由は、新株の発行であります。 

２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

（リース取引関係） 

前事業年度（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

該当事項はありません。 

  
  



（金融商品関係） 

1．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である未収委託者報酬は、受託銀行が分別管理しております。 

顧客からの預り金は、受託銀行が分別管理しております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権である未収委託者報酬は、当社に入金されるまでの期間は受託銀行により分別保管されているため、信

用リスクはほとんどないと認識しております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投機的な取引及び投資は行わない方針のため、市場リスクは僅少であります。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

資金管理担当部署が適時に資金繰計画を確認するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理し

ております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

前事業年度（平成26年3月31日） 

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

（1）現金及び預金 232,005 232,005 - 

（2）直販顧客分別金信託 457,231 457,231 - 

（3）未収委託者報酬 112,512 112,512 - 

（4）差入保証金 10,955 9,110 △1,844 

資産計 812,704 810,859 △1,844 

（1）預り金 74,599 74,599 - 

（2）顧客からの預り金 440,339 440,339 - 

（3）未払金 29,053 29,053 - 

（4）未払法人税等 2,572 2,572 - 

（5）未払消費税等 3,936 3,936 - 

負債計 550,501 550,501 - 

  
  



当事業年度（平成27年3月31日） 

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

（1）現金及び預金 1,069,356 1,069,356 - 

（2）直販顧客分別金信託 830,403 830,403 - 

（3）未収委託者報酬 164,771 164,771 - 

（4）差入保証金 16,084 15,907 △176 

資産計 2,080,615 2,080,439 △176 

（1）預り金 121,870 121,870 - 

（2）顧客からの預り金 821,991 821,991 - 

（3）未払金 46,119 46,119 - 

（4）未払法人税等 6,453 6,453 - 

（5）未払消費税等 9,413 9,413 - 

負債計 1,005,848 1,005,848 - 

（注）金融商品の時価の算出方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 直販顧客分別金信託、並びに(3) 未収委託者報酬 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(4) 差入保証金 

時価は、差入保証金の金額を当該賃貸借見込期間に見合った国債の利率を基にした一定の割引率により現在価

値に割引計算した金額をもって時価としております。 

負 債 

(1) 預り金、(2) 顧客からの預り金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等、並びに(5) 未払消費税等 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度（平成26年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成27年3月31日） 

該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（平成26年3月31日） 

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成27年3月31日） 

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  
  



（退職給付関係） 

前事業年度 
（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

当事業年度 
（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社の従業員は、全員親会社からの出向者であり、

出向元の退職給付制度が採用されております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同左 

    

２．退職給付債務に関する事項 

全員が親会社からの出向者のため、記載を省略して

おります。 

２．退職給付債務に関する事項 

全員が親会社からの出向者のため、該当事項はあり

ません。 

    

３．退職給付費用に関する事項 

全員が親会社からの出向者のため、記載を省略して

おります。 

３．退職給付費用に関する事項 

全員が親会社からの出向者のため、該当事項はあり

ません。 

    

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

全員が親会社からの出向者のため、記載を省略して

おります。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

全員が親会社からの出向者のため、該当事項はあり

ません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成26年3月31日） 

当事業年度 
（平成27年3月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰越欠損金等でありますが、評価性引当額を考

慮した結果、繰延税金資産は計上しておりませ

ん。 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

同左 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

該当事項はありません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

同左 

  

（企業結合等関係） 

該当事項はありません。 

  

（資産除去債務関係） 

前事業年度 
（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

当事業年度 
（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

当社は、資産除去債務について、不動産賃貸借契約

に係る差入保証金の回収が最終的に見込めないと認め

られる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の

負担に属する金額を差入保証金から減額して費用計上

する方法によっております。 

同左 

  

（賃貸等不動産関係） 

該当事項はありません。 

  
  



（セグメント情報等） 

前事業年度 
（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

当事業年度 
（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

１．セグメント情報 

当社の事業セグメントは、投資信託事業の設定・運

用・販売、及びこれらの付随事業という単一のセグメ

ントであるため、記載を省略しております。 

１．セグメント情報 

同左 

    

２．関連情報 

（1）製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上

高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

２．関連情報 

（1）製品及びサービスごとの情報 

同左 

（2）地域ごとの情報 

①売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当

事項はありません。 

（2）地域ごとの情報 

①売上高 

同左 

②有形固定資産 

本邦以外に所在している固定資産がないため、該

当事項はありません。 

②有形固定資産 

同左 

（3）主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高

の10％以上を占める相手先がいないため、記載はあ

りません。 

（3）主要な顧客ごとの情報 

同左 

    

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関す

る情報 

該当事項はありません。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関す

る情報 

同左 

    

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却

残高に関する情報 

該当事項はありません。 

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却

残高に関する情報 

同左 

    

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する

情報 

該当事項はありません。 

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する

情報 

同左 

  
  



（関連当事者情報） 

前事業年度（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

１．関連当事者との取引 

親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

種類 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容 

議決権の 
所有（被所
有）割合
(％) 

関連当事者
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 

(千円) 
科目 

期末 
残高 

(千円) 

親会社 
㈱クレディ
セゾン 

東京都 
豊島区 

75,929 
クレジッ
ト カ ー
ド・金融 

(被所有) 
直接 
100.0 

出向者の
受入れ 
役員の兼
任 

人件費の
支払 

104,452 

未払金 6,722 

未払費用 10,389 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

親会社が支払う金額の分担金を負担しております。 

２．記載金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報 

㈱クレディセゾン（東京証券取引所に上場） 

  

当事業年度（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

１．関連当事者との取引 

親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

種類 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容 

議決権の 
所有（被所
有）割合
(％) 

関連当事者
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 

(千円) 
科目 

期末 
残高 

(千円) 

親会社 
㈱クレディ
セゾン 

東京都 
豊島区 

75,929 
クレジッ
ト カ ー
ド・金融 

(被所有) 
直接 

60.0 

出向者の
受入れ 
役員の兼
任 

人件費の
支払 

98,192 

未払金 5,758 

未払費用 10,892 

その他の
関係会社 

日本郵便㈱ 
東京都 
港区 

400,000 
郵 便 業
務・銀行
窓口業務 

(被所有) 
直接 

40.0 

増資の引
受 

  

増資の引
受 

800,009 - - 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

人件費については、親会社が支払う金額の分担金を負担しております。 

増資の引受は、当社が行った第三者割当増資を1株につき35,294円で引き受けたものであります。 

２．記載金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報 

㈱クレディセゾン（東京証券取引所に上場） 

  
  



（1株当たり情報） 

前事業年度 
（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

当事業年度 
（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

1株当たり純資産額 7,633円05銭 
 

1株当たり純資産額 19,008円53銭 
 

1株当たり当期純損失金額 712円59銭 
 

1株当たり当期純利益金額 396円63銭 
 

(注)1. 潜在株式調整後1株当たり当期純損失金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

2. 1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は以

下のとおりであります。 

当期純損失 24,227千円 

普通株主に帰属しない金額 - 

普通株主に係る当期純損失 24,227千円 

普通株式の期中平均株式数 34,000株 
 

(注)1. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

2. 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以

下のとおりであります。 

当期純利益 17,623千円 

普通株主に帰属しない金額 - 

普通株主に係る当期純利益 17,623千円 

普通株式の期中平均株式数 44,433株 
 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自平成25年4月１日 至平成26年3月31日） 

当事業年度 
（自平成26年4月１日 至平成27年3月31日） 

該当事項はありません。 同左 

  
  



中間財務諸表 

(中間貸借対照表) 

  

    
第10期中間会計期間 
（平成27年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ.流動資産         

 現金及び預金     1,257,347   

 直販顧客分別金信託     920,923   

 未収委託者報酬     190,227   

 たな卸資産     6,552   

 その他     6,185   

  流動資産合計     2,381,235 98.9 

Ⅱ.固定資産         

 有形固定資産 ※１   8,300   

 無形固定資産     2,863   

 投資その他の資産     15,830   

  固定資産合計     26,994 1.1 

  資産合計     2,408,230 100.0 

（負債の部）         

Ⅰ.流動負債         

 預り金     332,235   

 顧客からの預り金     904,825   

 未払法人税等     6,028   

 その他 ※２   65,091   

  流動負債合計     1,308,181 54.3 

  負債合計     1,308,181 54.3 

（純資産の部）         

Ⅰ.株主資本         

 資本金     1,000,000 41.5 

 資本剰余金         

  資本準備金   77,156     

  資本剰余金合計     77,156 3.2 

 利益剰余金         

  その他利益剰余金   22,892     

   繰越利益剰余金   22,892     

 利益剰余金合計     22,892 1.0 

  株主資本合計     1,100,048 45.7 

  純資産合計     1,100,048 45.7 

  負債・純資産合計     2,408,230 100.0 

  
  



（中間損益計算書） 

  

  
第10期中間会計期間 

(自 平成27年4月１日 
至 平成27年9月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ.営業収益         

 委託者報酬   282,465     

 その他営業収益   1,633     

  営業収益計     284,099 100.0 

Ⅱ.営業費用及び一般管理費 ※3   261,095 91.9 

営業利益     23,004 8.1 

Ⅲ.営業外収益 ※１   3,937 1.4 

Ⅳ.営業外費用     107 0.0 

経常利益     26,834 9.5 

Ⅴ.特別損失 ※２   222 0.1 

税引前中間純利益     26,612 9.4 

法人税、住民税及び事業税     3,720 1.3 

中間純利益     22,892 8.1 

  
  



（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており

ます。 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、平成10年4月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物         18年 

工具、器具及び備品   6年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。 

  

３．その他中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

※１ 資産の金額から直接控除している減価償却累計額 

  
第10期中間会計期間 
（平成27年9月30日） 

有形固定資産の減価償却累計額 1,539千円 

  

※２  消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

  

（中間損益計算書関係） 

※１ 営業外収益の主要項目は、次のとおりであります。 

  
第10期中間会計期間 

（自平成27年4月１日 至平成27年9月30日） 

講師料等収入 3,544千円 

  

※２ 特別損失の主要項目は、次のとおりであります。 

  
第10期中間会計期間 

（自平成27年4月１日 至平成27年9月30日） 

有形固定資産除却損 222千円 

  
  



※３ 減価償却実施額は、次のとおりであります。 

  
第10期中間会計期間 

（自平成27年4月１日 至平成27年9月30日） 

有形固定資産 1,075千円 

無形固定資産 274千円 

  

（金融商品関係） 

金融商品の時価等に関する事項 

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

第10期中間会計期間（平成27年9月30日） 

  
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

（1）現金及び預金 1,257,347 1,257,347 - 

（2）直販顧客分別金信託 920,923 920,923 - 

（3）未収委託者報酬 190,227 190,227 - 

資産計 2,368,498 2,368,498 - 

（1）預り金 332,235 332,235 - 

（2）顧客からの預り金 904,825 904,825 - 

（3）未払法人税等 6,028 6,028 - 

負債計 1,243,089 1,243,089 - 

（注）金融商品の時価の算出方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 直販顧客分別金信託、並びに (3) 未収委託者報酬 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

負 債 

(1) 預り金、(2) 顧客からの預り金、並びに (3) 未払法人税等 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  

(有価証券関係) 

第10期中間会計期間（平成27年9月30日） 

該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

第10期中間会計期間（平成27年9月30日） 

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  

（資産除去債務関係） 

第10期中間会計期間（自平成27年4月１日 至平成27年9月30日） 

当社は、建物の賃貸借契約に伴う原状回復義務について、資産除去債務の計上に代えて資産計上された差入保証金のう

ち、回収が見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当中間会計期間の負担に属する金額を費用計上して

おります。 

  
  



（セグメント情報等） 

第10期中間会計期間 
（自平成27年4月１日 至平成27年9月30日） 

１．セグメント情報 

当社の事業セグメントは、投資信託事業の設定・運用・販売、及びこれらの付随事業という単一のセグメン

トであるため、記載を省略しております。 

  

２．関連情報 

(1) 製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

(2) 地域ごとの情報 

①売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

②有形固定資産 

本邦以外に所在している固定資産がないため、該当事項はありません。 

(3) 主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がいないため、記載は

ありません。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

該当事項はありません。 

  

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

該当事項はありません。 

  

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 

  

（1株当たり情報） 

1株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに1株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
第10期中間会計期間 

（自平成27年4月１日 至平成27年9月30日） 

1株当たり中間純利益金額 403円98銭 

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（千円） 22,892 

普通株主に帰属しない金額（千円） ‐ 

普通株主に係る中間純利益金額（千円） 22,892 

普通株式の期中平均株式数（株） 56,667 

（注）潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
第10期中間会計期間 
（平成27年9月30日） 

1株当たり純資産額 19,412円51銭 

  

 

       公開日   平成 28年 3月10日 

       作成基準日 平成 27年 12月10日 

 

      本店所在地  東京都豊島区東池袋3－1－1 

      お問い合わせ先  コンプライアンス部 

 

 






